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0韓赫義
2年金記録問題への対応
○ 国においては、年金記
録問題への対応を「国家プ
ロジェクト」と位置付け、その
早期解決に向け、平成22
年度及び平成23年度の2
年間に集中的に予算・人員
を投入して取り組み、平成2
5年度までの間に多角的に
取り組むこととしている。日
本年金機構においては、厚
生労働省と緊密に連携し
て、年金記録問題への対応
を当面の最重要課題として
取り組むこと。
〇 年金記録問題の解決に
向けては、厚生労働省に設
置されている外部有識者に
よる委員会等の議論も踏ま
た、以下の事項について、
計画的に取り組むこと。

I.年金記録問題への対応に関する
事項
Э 年金記録問題の解決に向け、以
下の取組を計画的に進める。

I 年金記録問題への対応に関する
事項
年金記録問題の解決に向け、以下の

取組を進める。特に、ねんきん特別
便、ねんきん定期使の処理及び再裁
定の迅速化について、重点的に体制を
整備して取り組む。

I 年金8己録問題への対応に
関する事項
年金記録問題の解決に向けた
取組を計画的に進めているか。
特に、ねんきん特別便、ねんき
ん定期便の処理及び再裁定の
迅速化について、重点的に体
制を整備して取り組んでいる
か。

〇年金記録問題の解決に向けた取組を計画的に
進めるため、ねんきん特別便やねんきん定期便
の処理、再裁定期間の短縮等に係る具体的な目
標を盛り込んだ「年金記録問題への対応の実施
計画 (工 程表)」 (以下「工程表」という。)

を取 りまとめ、平成22年 3月 29日 に公表しまし
た。 【別表1:工程表概要】

評価:B■ |■ ■|‐ ■
(理由)

3月 29日 に22年 4月 以降の工程表
を取りまとめ、公表しました。
1月 から3月 までの間については、
重点的に取り組む課題を決め、計
画的な処理を実施しました。
また、22年度に向け、新規事業等
(受給者便、基金突合及び紙台帳
突合)に伴うPI員増員分の前倒し
西じ置 (4月 )や 21年度の特定業務
契約職員数等を22年度も維持す
る方針(現任者の優先採用を含
む)を決め、実施体制の整備を図
りました。

評価IBI■■■||■■|
(理由)

○社会保険庁から日本年金機構
への移行期における効率の低下
はあつたが、予定していた年金記
録問題の解決に向けた取組につ
いては、概ね着実に実施した。
特に、平成22年 3月 29日 に取りま

とめられた「年金記録問題への対
応の実施計画 (工 程表)」 について
は、現場の意見を聞いた上で、処
理の実情を反映したものとなって
いると承知しており、工程表の各目
標に沿った取組を着実に実施され
たい。

・年金記録問題に関する未
解明事案についての実態
解明

(1)年金記録問題に関する未解明事
業についての実態解明

・各種のサンプル調査の実施などを通
じて未解明事案についての実態解明
を進める。

(1)年金記録問題に関する未解明事
案についての実態解明

・各種のサンプル調査の実施などを通
じて未解明事案についての実態解明を
進める。

(1)各種のサンプル調査の実
施などを通じて、年金記録F・5題
の未解明事案についての実態
解明を進めているか。

)現在、国民の皆様にお送 りした「ねんきん |

l便」 (※ 1)、 「年金記録の確認のお知らせ
(黄 色便)(※ 2)、 「ねんきん定期便」 (

,等に関し、ご本人から申出のあった記録の1

:等 を行い、基礎年金番号に統合されていな
;録 (以下「未統合記録」という。)の解明
:合 を進めています。

《用語解説》

|(※ ■)全ての受給者・加入者 (約 1億9百万人)

iに加入記録を送付(平 成19年 12月 から平成

:20年 10月 まで)し 、漏れや誤りを本人に確認

:墨:蹴栓鳳淵懺縫留
:い、結果を本人にお知らせしている。

|(※ 2)平成18年 6月 時点において5,095万 件

|あつた未統合記録について、「ねんきん特別

1便」による記録確認の取組と並行して、住民

1基本台帳ネットワークシステムや旧姓等の氏

1名 変更履歴などとの突合せにより、未統合記

1録の持ち主である可能性がある方に平成20

1年6月 から平成21年 12月 の間に「年金記録の

1確認のお矢口らせ」を送付し、記録の確認作業
:を行つている。

|(※ 3)平成21年4月 より、全ての現役加入者

|の方に対し、年金加入期間、保険料納付額

1及び年金見込額などを毎年誕生月にお知ら

|せしているもの。「漏れや誤りがある」との回

1答をいただいたものは記録の確認作業を行
|い、結果を本人にお知らせしている。

時

Ｉ

Ｋ

同

評価|● |■■|■ ‐■
(理 由)

脱退手当金の支給日より前に脱
退手当金の計算の基礎とされてい
ない厚生年金被保険者期間があ
る記録についてのサンプル調査を
2月 から行い、その実態解明に努
めました。
標準報酬月額の不適正な遡及訂
正が行われた可能性のある記録
についてさらなる実態解明を進め
るため、2条件のみ又は1条件のみ
に該当する記録のサンプル調査
実施の準備を進めました。

鷲 JI■
■ ■ |■■ |■|

O脱退手当金の支給日より前の
加入記録が脱退手当金の算定基
礎とされずに残っている事案につ
いては、22年 2月 にサンプル調査を
実施した。なお、この結果を基に、
22年 4月 に新たな年金記録回復基
準が設定されている。
また、平成22年度予算に計上し

ている標準報酬遡及訂正事案に
係るサンプル調査については、4月

からの調査に向けた準備を行つ
た。
これらのサンプル調査について

は計画的に取り組まれたものと考
えられる。
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・基礎年金番号に未統合に

なつている記録の統合・解
明

(2)基礎年金番号に未統合になって
いる記録の統合・解明
・未統合記録については、「ねんきん
特別便」。「ねんきん定期便J、 各種解
明作業に基づく「年金記録の確認のお
知らせJ(黄色便)等の回答に係る記
録確認作業を引き続き実施することに
より、解明・統合を進める。

(2)基礎年金番号に未統合になってい
る記録の統合・解明
・未統合記録については、「ねんきん特
別便」・「ねんきん定期便」、各種解明
作業に基づく「年金記録の確認のお知
らせJ(黄色便)等の回答に係る記録確
認作業を引き続き実施することにより、
解明・統合を進める。

(2)基礎年金番号に未統合に
なつている記録については、
「ねんきん特別便」・「ねんきん
定期便」、「年金記録の確認の
お知らせ」(黄色便)等の回答
に係る記録確認作業の実施に
より、解明・統合を進めたか。 金機構 (以下「機構」という。)において継続|

して処理を行いました。           |

【参考1】 平成22年 3月 末までの処理件数
① ねんきん特別便12,751,568件 (523,852件 )

②「年金記録の確認のお知らせ」(黄色便)

1,014,490件 (289,242件 )

③ ねんきん定期便  654,354件 (361,214件 )

※ ( )内の件数は、機構における処理件数
(平成22年 1月 から3月 )

【参考2】 平成22年 3月 末時点の残件数
① ねんきん特別便       576,760件
② 「年金記録の確認のお知らせ」 (黄色便)

③ ねんきん定期便
393,431件
734,286件

Oまた、これまでに記録回復が図られた事案や

誕
y=|■ 1■ 111■月

ねんきん特別便、黄色便、ねんき
ん定期便等の回答処理を着実に
行つたことにより、未統合記録
(5,095万件)のうち、「既に統合済
みの記録」は、平成22年 3月 時点
において、1.403万 件に増加(21年
12月 末と比べ55万件増加)し未統
合記録の統合を着実に進めまし
た。一方、「今後、更に解明を進め
る記録」は、21年 12月 末と比べると
7万件の減少に留まつており、解明
が困難な記録が残つていると考え
られます。このため、今後実施す
る紙台帳とコンピュータ記録の突
合せにおいて、未統合記録につい
ても突合せを行い解明につなげて
いくことを検討しました。

譜 評
1息1■ 1二|=二 1到

Oねんきん特別便の回答に係る記
録確認作業については、着実に実
施された。
なお、1～ 3月 の処理件数のベー
スで進めば、平成21年 3月 以前受
付分を22年 7月 末を目途に完了と
した工程表の目標を達成するもの
と考えられる。

○ねんきん定期便は、その送付を
着実に実施した。記録調査の実施
状況に係る評価については、平成
22年度以降に行う。

1尚輔椰胸
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《用語解説》…………………………………………………■

脳朧騒霧ア
1穀
轟刷聰物|

的な証拠を持つていないといった事例につい :
て、国民の立場に立って、申立てを十分に汲 |
み取り、様々な関連資料を検討し、記録訂正 :
に関し公正な判断を示すことを任務とする、 1
総務省に設置された委員会のことを言います。|

年金記録の訂正が必要と判断された場合、
その結果を踏まえ、総務大臣から厚生労働
大臣に対しあつせんを行います。

(※ 5)厚生年金保険制度への加入期間が短
く年金を受け取る権利が発生しない方に対し
て、請求に基づき支払う一時金であり、その
支払を受けた場合には、その算定対象となつ
た加入期間は年金支払の対象外となります。
この脱退手当金制度は、厚生年金保険制

度発足当初において、保険料の掛け捨てが
生じることをできるだけ避けるために設けられ
ていたものですが、昭和60年の年金制度改
正において基礎年金制度を導入したことに伴
い、原則として廃止されています。

Эこれらの取組の結果、平成18年 6月 に5,095万
牛あつた未統合記録のうち、「既に統合済みの
記録」は、平成19年 12月 時点の310万 件から平成

:「葦啓11塁黒進奮IttfFyを li[≒ 彗
髪、更に解明を進める記録」は、平成19年 12月
時点の2.445万 件から平成22年 3月 時点において
ま995万件まで減少しました。

【別表2:未統合記録の統合・解明の推移】



・受給者・加入者への年金
記録の確認作業及び確認
作業に当たつての市町村と
の連携

|||||111:||1111111111111111
(3)受給者・カロ入者への年金記録の
確認作業及び確認作業に当たつての
市町村との連携
・受給者・カロ入者の年金記録につい

て、ねんきん特別便による確認作業を
行う。
・特に、名寄せ特別便については、「訂
正なし」と回答のあった方及び未回答
の方のうち、結び付く可能性が高い記
録について、フォローアップを確実に
行う。
,その際、市区町村が保有する電話番
号や住所等の情報提供及び電話又は
訪間によるIE録の確認調査の実施な
どに協力いただくことにより、年金記録
の確認の促進を図る。

■|■●:|||11111■ |■●|||||■ ||
(3)受給者・加入者への年金記録の確
認作業及び確認作業に当たつての市
町村との連携
・受給者・加入者の年金記録につい
て、ねんきん特別便による確認作業を
行う。
・年金受給者に送付した名寄せ特別便
に対して「訂正なし」と回答した方及び
未回答の方のうち、ご本人の記録であ
る可能性が高い方には、記録確認の
注意喚起の文書、特別便に未回答の
方には回答のお願いをねんきん定期
便に同封する。
・電話番号等の情報提供及び電話や
訪間による記録の確認調査に協力い
ただける市区町村と連携を図り、年金
記録の確認の促進を図る。

(3)受給者・加入者への年金
記録の確認作業を行うととも
に、確認作業に当たって市区
町村との連携を図り、年金記録
の確認の促進を図ったか。

聰 」  瓢
給者・加入者約|億 9百万人に送付)については、
平成22年 3月 26日 現在で約8,084万 人から回答 〈特
別便の未回答者でねんきん定期便で回答をいただ
いた方を含む)を いただき、このうち、約97%の
方 (約 7,359万人)の年金記録の確認作業が完了し
ました。         ^

O加入者に送1寸 した名寄せ特Bll便 (※ 6)lこ 「訂正
なし」と回答された方又は未回答の方のうち、ご
本人の記録である可能性が高い方には、ねんきん
定期便に名寄せ記録の一部を同封して記録確認の
注意喚起又は回答の勧奨を行いました。 (平成21

年度送付数 :約 121万件)

O加 入者のうち、全員特Bll便 (※7)に未回答の方
に対しては、ねんきん定期便に「回答のお願い」
を同封しました。 (平成21年度送付数 :約 2,000万

件)

「
《用語解説》…………Ⅲ…………………………Ⅲ…

:(※ 6)平成18年 6月 時点において5,095万 件
あつた未統合記録と基礎年金番号で管理され
ている記録を氏名、性別及び生年月日の3情

報を用いて突合せ、一致した方■,o30万 人に対
して送付した「ねんきん特別便」のことを言いま
す。

(※ 7)ねんきん特別便は全ての年金受給者・

加入者に対して送付しましたが、そのうち、名
寄せ特男1便以外の特別便のことを言います。

別便については、市区町村に電話
番号や住所の1巴握、可能な場合
|には記録の調査の協力をお願い
|を しました。
この市区町村の協力については、

剛 |‖‖ 撫 II
(理由)

O名寄せ特別便の対象者につい
ての市区町村による記録確認作業
は、まずは市区吋村の協力があっ
て実現するものではあるが、社会
保険庁から]|き継いだ段階で必ず
しも前向きな回答が得られていな
かつた市区町村に機構から積極的
に働きかけた結果、22年 1～ 3月
の間に、新たに約300市 区町村か
ら「協力する」との回答を得て、全
体で約6.000人 の方の記録がご本
人のものであると確認ができたこと
については一定の評価ができる。

Oねんきん特別便に未回答の方
に対しては、ねんきん定期便に回
答勧奨のお手紙を同封する対策を
講じた。
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・年金記録情報総合管理・
合システム (コ ンピュータ
と電子画像化した紙台
検索を一体的に行う機

、突合せ結果を管理する
等を有するシステム)に

るコンピュータ記録と紙台

(4)年 金記録情報総合管理・照合シス
テムによるコンピュータ記録と紙台帳

・平成22年度前半に年金記録情報総
合管理・照合システムを構築し、当該
ンステムを用いて、紙台帳等とコン
ュータ記録との突合せを、優先順位
付けた上で効率的に実施する。

(4)年 金記録情報総合管理 ,照 合シス
ムによるコンピュータ記録と紙台帳
突合せ

.年金記録情報総合管理・照合システ
の構築に向けて、紙台帳の電子画
化、アプリケーションソフトの開発、

サーバ等のハード機器の整備等を進
るとともに、紙台帳とコンピュータ記

録との突合せに向けて、第1次審査要
員の確保等必要な調達手続きを進め

(4)紙台帳検索システムの構
築に向けた紙台帳の電子画像
化や紙台帳とコンピュータ記録
との突合せに向け必要な調達
手続きを進めたか。

コンピュータ上で管理されている年金記録を
正確なものとするため、紙台帳等で管理されて
いた記録の内容とコンピュータ記録との突合
を行うこととし、そのために必要となる紙台朝
検索システム (年金記録情報総合管理・照合〕
ステム)の構築に向け、紙台帳の電子画像イし、
アプリケーションソフトの開発、機器の整備等
を進めました。
また、紙台帳とコンピュータ記録の突合せ作
については、今後、平成22年秋頃までに開始
ることとし、そのために必要となる突合せ作
マニュアルの策定や突合せ業務の外部委託の
達に向けた手続き等の準備を進めました。

評‐価|‐91■‐■■|■ 1

(理由)

運

`晶

ず i♀籠掛 紺 轟 駆 ザ
定通り準備を進めましたが、調達
過程において、職員から関係業者
への情報漏洩が発生しました。

評価|19
(理由)

○平成22年秋から開始予定の紙
台帳とコンピュータ記録の突合せ
作業に向け、紙台帳の電子画像
化、アプリケーションソフトの開発、

整備等及び各種調達手続
きを着実に実施した。
しかしながら、突合せ作業の拠点

設置に係る調達手続きにおいて、
報管理やコンプライアンスの観

点から問題があつた。

・年金記録の訂正や再裁定
支給等を迅速に行うた
体制整備

(5)年金記録のET正や再裁定後の支
等を迅速に行うための体制整備

・年金記録の統合状況等に応じて、再
裁定のil速な処理を行うための体制

(5)年 金記録の訂正や再裁定後の支
等を迅速に行うための体制整備

・年金記録の統合状況等に応じて、再
裁定の迅速な処理を行なうための体制

(5)年金記録の統合状況等に
応じて、再裁定の迅速な処理を
行うための体制を整備したか。 少や、新規採用職員の配置に伴い新たな体制

なったことにより、人員体制が十分に確保さ
なかった状況にあったため、年金事務所にお
る再裁定 (※ 8)の 申出受付から本部への進
(※ 9)ま でに要する平均処理期間の短縮化に

けて、平均処理期間や未進達件数が増加 してし
る年金事務所に対して、1月 以降の処理状況を
握したうえで、業務方法等について指導を行う
など、取組を推進 しました。その結果、平均
理期間については06か月で横ばいですが、未進

こついては減少しました。

《用語解説》……………………………Ⅲ………………Ⅲ
l

腹鯖靡 鯰 ξ塁譜 :

ことで年金の決定を改めて行う処理のこと

を言い、進達とは、その再裁定の申出書等
を年金事務所(事 務センター)から機構本部
に送付する事務処理のことを言います。

平成22年 1月 の機構発足時においては、社
庁における豊富な業務経験 を有する職員の

平成 22年

1月

平成 22

年 2月

平成 22

年 3月

平均処理期間 06か 月 06か 月 06か 月

未処理件数 25万 件 23万件 20万 件

評価:● |||■■|■
(理由)

再裁定については、本部体制の強
化等により平均処理期間の短縮を
図りました。
なお、時効特例給付の処理期間に
ついては、短縮へ向けた取組みが
必要です。

理を迅速に行うため
に、年金事務所から職員を本部に
派遣し体制強化に努めた結果、平
均処理期間は工程表で目標として
設定している約25ヵ 月を既に達成
した。

O時効特例給付の処理について
は、短縮化に向け、体制を増強す
る等の対策を講じる必要がある。
(参考 :工程表における目標は概



彗ミ

平成22

年1月

平成22

年2月

平成22｀

年3月

平均処理期間 24か月 24か月 23か月

未処理件数 127万件 1l l万件 8.4万件

【別表3:機構発足以前からの処理状況の推移】

0また、再裁定後の時効特例給付の処理期間に
ついては、平成22年 3月 末時点で29か月となっ

平成 22

年 1月

平成 22

年2月

平成 22

年3月

平均処理期間 25

か月

24
か月

29
か月

未 処 理 件 数 28 1

万件
鶴
鼎

印
群

*平成22年 3月 は、遅延特別加算金法の施行日
が確定するまで、時効特例給付の支給決定を保
1留 したことから、平均処理期間及び未処理件数
が増加しています。

:::               i:]



・標準報酬等の遡及訂正事
案についての実態解明.迅

速な記録回復

(6)標 準報酬等の遡及訂正事業につ
いての実態解明・迅速な記録回復
・受給者・カロ入者にご自身の年金記録
を確認していただいた上で、一定の条
件を満たす場合には年金事務所段階
での記録回復を行うことにより、被害
の救済を速やかに進める。

(6)標 準報酬等の遡及訂工事案につ
いての実態解明・迅速な記録回復
・加入者への「ねんきん定期便」や受給
者への「厚生年金加入記録のお知ら
せ」の送付等により、ご本人に記録を
確認していただくことを通じて、被害の
救済を速やかに進める。
・一定の条件を満たす場合には、年金
記録確認第二者委員会に送付すること
なく、年金事務所段階での記録回復を
行うことにより、被害の救済を速やかに
進める。

(6)標準報酬等の遡及訂正事
案について、ご本人による記録
確認。年金事務所段階での記
録回復を行うことにより、記録
回復を速やかに進めたか。

○旧社会保険庁当時の平成21年 12月 より厚生年金
受給者等に対し、「厚生年金加入記録のお知らせ」
の送付を開始し、標準報酬を含む年金記録に関する
情報の提供を行いました。(平成22年 3月 末までに約
920万人へ送付。最終的には、平成22年 11月 まで
に、厚生年金受給者等約21800万 人に送付予定。)

O従業員であった方の事案であって、本人が所有す
る給与明細書等や雇用保険の記録等により勤務や
給与の実態が確認できる場合や、不適正な処理の
可能性のある記録(約 69万 件)について、一定の条
件を満たす場合については、年金記録確認第二者
委員会へ送付することなく、年金事務所において記
録回復を行うことにより、速やかな年金額の回復を
図りました。

平成22年 3月 末現在
・年金事務所における記録回復の実績 (果計 )

873件
うち、厚生年金受給者 (約 2万件)の戸別訪間に

よる確認・調査の結果、記録回復したもの
555件 ′

評価:Bl■ |■ ||||
(理由)

機構発足後の記録回復件数が3ヶ

月で158件という実績であり、着実
に件数を伸ばしています。

評価|‐■|■■‐‐■■‐■|
(理 由)

Orねんきん定期便」や「厚生年金
カロ入記録のお知らせ」により標準
報酬を確認いただく取組を着実に
進めた。

○厚生年金受給者 (約 2万件)の
戸別訪問対象者の対応について
は、従業員事案で「記録訂正の意
思あり」、「古己録が事実と相違あり」
と回答した方への働きかけや当該
事案に係る対応状況の進捗管理
を適切に実施した。

〇年度途中に社会保険庁から日
本年金機構への移行が行われた
こと、平成21年 12月 に新たな回復
基準が設定されたこと等の要因に
より、厳密な意味での比較は困難
であるが、平成20年 12月 から平成
21年 12月 までの1日社会保険事務
所段階での記録回復件数が715件
(月 平均約60件 )であるのに対し、
機構発足後の記録回復件数が158

件 (月 平均約53件 )であった。

・ねんきん定期便や常に年
金記録が確認できる仕組み
による加入情報の提供

(7)ねんきん定期便や常に年金記録
が確認できる仕組みによる加入者情
報の提供
・被保険者に対して、保険料納付実績
や年金見込み額をお知らせする「ねん
きん定期便」を実施する。
・自分の年金記録(年金見込額及び保
険料納付額を含む)を常に確認可能と
する仕組みを構築する。

(7)ね んきん定期便や常に年金記録
が確認できる仕組みによる加入者情報
の提供
・被保険者に対して、保険料納付実績
や年金見込み額をお知らせする「ねん
きん定期便」を送付する。
・自分の年金記録(年金見込額及び保
険料納付額を含む)を常に確認可能と
する仕組みの構築に向けて検討する。

(7)「 ねんきん定期便」の送付
を行うとともに、常に年金記録
が確認できる仕組みの構築に
向けて検討を行つたか。

〇1日社会保険庁当時の平成21年 4月 より:全であ薇
保険者の方に対し、誕生月に「ねんきん定期便」を送
付し、年金記録に関する情報の提供を行いました。
(平成22年 3月 末までに、6′ 673万人に送付)

O平成23年 2月 を目途に、現在のパソコンを使ったイ
ンターネットでの年金記録の確認をより使いやすいも
のにするとともに、自宅でパソコンが使えない方で

換1諸織ⅧlL翼眼認ご案子竜[:■ξ
した。現在、この実現に向けた検討を進めています。

【別表5:イ ンターネットによる年金記録の確認】

評価 :A
(理由)

全ての被保険者の方に対し「ねん
きん定期便」を送付しました。
インターネットによる年金個人情報
の提供については、即時照会の実
現など、より使いやすいものにす
るとともに、市区町村や郵便局等
においても確認できる仕組みの検
討を行いました。検討にあたって
は、平成22年度予算等で予定して
いた機能に加え、自分の履歴表の
作成をサポートする機能や自分で
条件を自由に設定し、在職老齢年
金などの見込額を試算できる機能
も追加することなど幅広い検討を
行いました。

評価:A■ |
(理由

' ~    

… ‐

Oね んきん定期便の送付によつ
て年金加入者情報の提供を計画
通り行つた。

○常に年金記録が確認できる仕組
みの構築については、平成22年度
予算等で予定していた機能に加
え、自分の履歴表の作成をサポー
トする機能や自分で条件を自由に
設定し、在職老齢年金などの見込
額を試算できる機能を追加するた
めなどに必要なシステム改修の検
討や調達計画の検討が行われ、2
2年度からの着手の準備が進めら
れた。




